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『高知労働局における個別労働紛争解決制度利用状況について』 

～民事上の個別労働紛争相談の内訳では、「いじめ・嫌がらせ」が最も増加～  

 
高知労働局においては、県内各部署（別添資料1）において、総合労働相談コーナーを設置し、労働関

係に関するあらゆる分野の相談に応じるとともに、労働者と事業主間における個別労働紛争（不当解雇、

労働条件の引き下げ等）の適切かつ迅速な解決を図っております。 
 このほど平成23年度における高知労働局内の利用状況を下記のとおり、とりまとめましたので、お知

らせします。詳細は、別添資料2を参照してください。 
 また、同制度については、別添資料3を参照してください。 

 【平成23年度の相談、助言・指導、あっせん件数】 

   ・総合労働相談件数          高知県    3,825件（前年度比 18.2％減） 

全 国 110万9,454件（前年度比  1.8％減） 

・民事上の個別労働紛争相談件数    高知県     1,097件（前年度比  1.5％減） 

全 国  25万6,343件（前年度比  3.8％増） 

   ・助言・指導申出件数         高知県       16件（前年度比 52.9％減） 

全 国    9,590件（前年度比 24.7％増） 

  ・あっせん申請受理件数        高知県      36件（前年度比 38.4％増） 

全 国    6,510件（前年度比  1.9％増） 

 （１）総合労働相談件数の減少、民事上の個別労働紛争相談件数は横ばい状態 
・平成20年度をピークに総合労働相談件数が減少傾向となっているが、民事上の個別労働紛争相談

件数については、1,000件を超えた状態で、ほぼ横ばい状態となっている。 

 （２）『その他の労働条件』、『いじめ・嫌がらせ』が増加し、紛争内容が多様化 

・平成23年度における民事上の個別労働紛争相談の内訳では、「その他の労働条件」が全体の約32％
と最も多くなっており、一般的に分類できない相談内容の増加や、「いじめ・嫌がらせ」に関する

増加率（前年度比約36％）が著しいことから、紛争内容が多様化している傾向が見受けられる。 

 （３）助言・指導件数の減少 
・助言・指導では解決が図れない事案の増加や、県内の厳しい雇用失業情勢のもと、具体的な内容に

ついて事業主に対する助言・指導まで求めず、相談のみで終わってしまうケースが少なからず見受

けられる。 

（４）あっせん件数の増加 
・平成23年度のあっせん受理件数が、前年度と比較し約38％の増加となっているが、助言・指導で

は解決が図れない事案の一部が、あっせん受理件数の増加に結び付いたものと考えられる。 
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